
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全部和解契約書 

 

原子力損害賠償紛争解決センター令和〇年（東）第〇号事件（以下、「本件」とい

う。）につき、申立人Ｘ（以下、「申立人」という。）と被申立人東京電力ホールデ

ィングス株式会社（以下、「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

 

第１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、別紙記載の損害項目及び対象期間につ

いて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばない

ことを相互に確認する。 

第２ 和解の金額 

被申立人は、申立人に対し、第１記載の損害項目及び対象期間に係る和解

金として金２８５万２６９７円の支払義務があることを認める。 

第３ 支払方法 

（省略） 

第４ 清算条項 

申立人と被申立人は、第１記載の損害項目（同記載の期間に限る。）につい

て、以下の点を相互に確認する。 

１ 本和解に定める金額を超える部分につき、本和解の効力が及ばず、申立人

が被申立人に対して別途損害賠償請求をすることを妨げない。 

２ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、申立人は被申立人に対して

別途請求しない。 

第５ 手続費用 

本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立人

が署名（記名）押印のうえ、申立人が１通、被申立人が１通をそれぞれ保有する

ものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛

争解決センターに交付する。 

令和７年１２月２４日 

2222 

 

地方公共団体が住民に一時避難を要請した区域（南相馬市鹿島区）から避難し

た申立人について、自宅に残った高齢の両親の様子を見るため一時帰宅してい

たことを考慮して、平成２３年３月から同年５月までの生活費増加費用（一時

帰宅費用）及び家族別離を理由とする月額３万円の日常生活阻害慰謝料の増額

分の賠償が認められたほか、原発事故により勤務先を退職せざるを得なくなっ

たことによる就労不能損害として、賃金事情等総合調査を用いて推計した定年

退職まで勤務した場合の退職金相当額と実際に支払われた退職金との差額（原

発事故の影響割合を７割として算定）の賠償が認められるなどした事例。 



 

 

（仲介委員 島田 一彦） 

 

 

  



 

 

 

令和〇年（東）第〇号

項目 対象期間 金額

生活費増加費用

一時帰宅費用
自　平成23年3月16日
至　平成23年5月15日

160,000

通勤交通費

除染費用 ‐
自　平成24年１月8日
至　平成24年6月末日

160,352

平成23年4月
平成23年9月13日

12,786

精神的損害の増額 家族別離
自　平成23年3月16日
至　平成23年5月15日

90,000

検査費用 放射能測定器購入費用 ‐ 17,000

合計 2,852,697

財物損害

スタッドレスタイヤ 平成24年3月2日 38,900

自動車 ‐ 47,300

就労不能 退職金の差額 ‐ 2,326,359


